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序     文 

 

日本国政府は、インドネシア国政府の要請に基づき、「河川流域機関実践的水資源管理能力向上プ

ロジェクト」を実施することを決定し、2008 年 6 月に討議議事録（R/D）の署名をインドネシア国

政府と取り交わしました。これにより、2008 年 7 月から 2011 年 7 月までの 3 年間のプロジェクトと

して、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施しています。 

当機構は、プロジェクトの開始から約 1年 6 ヶ月が経過した 2010 年 1 月 17日から 1月 30日まで、

及び同 2 月 14 日から 25 日までの 2 回に亘り中間レビュー調査団を現地に派遣し、インドネシア側の

カウンターパートと合同でこれまでの活動実績ならびにその結果について、レビューを行いました。 

このレビュー結果は、協議議事録（ミニッツ）に取りまとめられ、インドネシア国・日本国双方合

意のもとに、署名・交換が行われました。本報告書は、今回の中間レビュー調査および協議結果をと

りまとめたものであり、今後、本案件を効果的、効率的に実施していくための参考として、広く活用

されることを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 
 

2010 年 4 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 

部長 中川 聞夫 
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中間レビュー調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：河川流域機関実践的水資源管理能力向上プロジェクト

分野：水資源 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署： 地球環境部水資源・ 
 防災グループ 

協力金額（評価時点）：約 1.4 億円 

先方関係機関： 
プロジェクト監督機関： 公共事業省水資源総局水資源管理局、

公共事業省調査開発庁水資源研究所

プロジェクト実施機関： 水資源管理技術普及ユニット 
日本側協力機関：国土交通省、水資源機構 

協力期間 
R/D：2008 年 6 月 9 日 
2008 年 7 月～2011 年 7 月 
（3 年間） 

他の関連協力： 
1-1. 協力の背景と概要 

 
インドネシア政府は近年頻発する流域の諸問題に対処するため、2004 年の水資源法に基づいて流域

ごとにRBOを設置し、統合的な水資源管理への取り組みを進めてきた。流域を管理する公共事業省の

指導の下、2006 年には重要な流域にRBO が30ヶ所設立され、2007 年から活動を開始した。RBO は、

流域の状況把握と問題の解決、関連施設の建設・運営維持管理、開発・管理計画の策定、関係者との利

害関係の調整等、流域の多様な課題に対応し、それぞれの河川地域において自立的に統合的な水資源管

理を行うことが求められている。しかし、人材の能力不足を主な要因として、その使命を十分に果たす

ことが困難であり、RBO職員の能力強化および組織の機能強化が急務となっていた。このため公共事

業省は、RBO の組織強化のため水資源総局水資源管理局（DWRM）および調査開発庁水資源研究所

（RCWR）の協力により水資源管理技術普及センター（DUWRMT）を設立する計画を立案し、その立

上げ作業についてわが国に技術協力を要請した。 
これを受けてJICAは2008年3月に事前評価調査を行い同年6月9日にR/Dに署名し、7月23日よりプロ

ジェクトを開始した。 
 

1-2. 協力内容 
 

(1) 上位目標 
• 河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化される。 
 

(2) プロジェクト目標 
• 河川流域機関（RBO）が流域管理を行うための実践的な能力を、インドネシア政府公共事業省水資

源管理技術普及ユニット（DUWRMT）によって強化する体制が確立される。 
 
(3) 成果（アウトプット） 

1) 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）の研修を行うために必要な能

力を備える。 
2) 河川流域機関（RBO）が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン/マニュアルが整備

される。 
3) 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）に対して行う水資源管理につ

いてのカウンセリングの仕組みが構築される。 
 

(4) 投入（レビュー調査時点） 
 日本側： 

長期専門家派遣：  3 人 （41.33MM） 
短期専門家派遣： 6 人 （1.79MM） 
研修員受け入れ： 13 人 （7.37MM） 
機材供与： 3 万 2,452 米ドル 
現地業務費： 15 億 903 万ルピア 
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 相手国側： 
カウンターパート配置： スーパーバイザー2 人、プロジェクト・ダイレクター2 人、 

プロジェクト・マネージャー1 人、作業グループ 29 人 
ローカルコスト負担： 56 億 2,721 万ルピア 
その他： プロジェクトが必要とする建物、施設など 

 
 

2. 評価調査団の概要 

調査者 

 
担当分野 氏名 所属 
1. 総括 須藤 和男 国際協力機構 地球環境部 課題アドバイザー 
2. 水資源管理 山下 祥弘 水資源機構 総合技術センター マネージャー 
3. 計画管理 松本 重行 国際協力機構 地球環境部 水資源・防災グループ 

水資源第一課 企画役 
4. 評価分析 南村 亜矢子 株式会社インターワークス 
    

調査期間  2010 年 1 月 17 日-30 日、2 月 14 日－25 日 評価種類：中間レビュー 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 
 

(1) 成果（アウトプット）の達成度 
 

成果 1： 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）の研修を行うために必要な能力

を備える。 
プロジェクトでカバーする技術分野が11分野特定され（ 1)水文観測、2)水配分管理、3)統合洪水

管理、4)河川区域管理、5)ダム管理、6)河川施設管理、7)水質管理、8)低湿地管理、9)住民参加、10)
海岸管理、11)ゲート、ポンプ等機械類の維持管理 ）、それぞれの分野に作業グループが形成された。

作業グループはRBO職員に求められる基礎能力（minimum/basic competency）1を特定する作業や、ガ

イドライン/マニュアル、研修教材でカバーすべきトピックスも特定している。2010年と2011年の研

修計画が策定され、50種類の研修教材が2009年に作成された。これらの教材は2010年に実施する研

修で活用し、実用性を検証する予定である。また、RBOの現状診断調査・ニーズ調査（diagnostic study）
が実施され、カウンターパートもRBOへの質問票作成に関わり、RBOに求められる能力について理

解を深めている。 
このようにRBOに対する研修プログラムを策定するために数多くの活動が精力的に実施されてお

り、DUWRMTの研修実施機関としての能力も向上している。その一方で、多くの活動が同時並行で

実施されているため、活動間の整合性や連携を再確認する必要がある。RBOにとって効果的な研修

を実施するためには、研修システムのPDCAサイクル（計画－実施－評価－計画の改善、英語では P：
Plan、D：Do、C：Check、A：Action）を確立することも重要である。また、「研修を行う十分な能力」

とはどのような能力を指しているのかプロジェクト関係者で協議し、協力期間の終了時点で、

DUWRMTが持つべき能力を明確にし、残りの協力期間で重視すべき活動を明確にする必要がある。

このためには、プロジェクトでは「DUWRMTが研修実施機関として中期的な視点で持つべき能力」

をまず明確に定義し、プロジェクト期間内の目標を設定することが有益だと考えられる。中期的な

視点としては、a)研修講師の資格要件、b)研修講師の育成システム、c)研修教材やカリキュラムの更

新システム、d)新たな対象者に向けた新規研修コースの開発、などが考えられる。 
 

成果 2： 河川流域機関（RBO）が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン／マニュアルが整

備される。 
各作業グループでは、既存のガイドライン/マニュアルをレビューし、今後作成すべきトピックス

を分析した。この分析結果を元に、11分野で30種類のガイドライン/マニュアルのドラフト版が2009
                                                        
1 コンピテンシーとは、ある職務や状況において、期待される業績を安定的・継続的に達成している人材に、一貫し

て見られる行動・態度・思考・判断・選択などにおける傾向や特性のことであり、その職務において優秀な成績を

挙げる要因となる特性を列挙したものである。（http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/competency.html） 
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年に作成された。ガイドライン/マニュアルのドラフト版は、a)作業グループのメンバーによるレ

ビュー、b)大学教授等による第三者評価、c)パイロット流域でのトレーニングや活動で実際に活用し

て実用性を検証する作業の3つの方法で内容を改訂する。また、ブランタス川の支流であるブランカ

ル川流域で、住民連携による洪水被害軽減のパイロット活動が実施されており、RBOの関係機関調

整能力強化、水文観測、インドネシア製洪水予警報システムの導入が進められている。この活動を

通じて、カウンターパートは、河川流域管理の実務経験を積んでおり、DUWRMTがRBOを支援する

意義や責任についてより一層理解を深めている。 
このように、11分野でガイドライン/マニュアルの作成に関する活動は活発に進められている。2010

年は、前年に作成されたガイドライン/マニュアルの検証作業と、新規作成の作業が同時並行で進む

ため、慎重に作業計画を組み立てる必要がある。PDMでは、パイロット流域でのグッドプラクティ

スをレビューし、ガイドライン/マニュアルの作成に活用する計画になっているが、現状では、パイ

ロット流域の活動でグッドプラクティスを生み出し、他の流域に適用する可能性を検討する考えも

ある。したがって、パイロット流域での活動の目標や内容についてプロジェクト関係者間で再度協

議し、プロジェクト期間内で達成すべき目標と、最終的（プロジェクト期間終了後）に達成すべき

目標を明確にする必要がある。さらに、RBOが実践的な水資源管理を実施するために役立つガイド

ライン/マニュアルを作成するためには、経験豊富な職員を抱えている水資源公社（PJT）がプロジェ

クト活動に参画することが重要であり、今後さらにPJT職員がプロジェクト活動へ参画できるように

配慮する必要がある。 
 

成果 3： 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）に対して行う水資源管理につい

てのカウンセリングの仕組みが構築される。 
DUWRMTにおけるカウンセリングの仕組みに関する提案書は、カウンターパートによって作成中

である。RCWRでは既にRBOの要請に応じてカウンセリングサービスを実施してきた実績があるの

で、このRCWRのカウンセリング機能をDUWRMTの機能に統合する計画である。カウンセリングの

仕組みを検討する一方で、プロジェクトでは既にダルマダムの漏水問題に対するカウンセリングや、

ブランタスのRBOに対して洪水対策や水文分野に関するアドバイスを行っており、これらの活動を

通じてカウンターパートはカウンセリングのアプローチや有効性について理解を深めている。当面

カウンセラーは、各作業グループのリーダー（水資源研究所の研究者）を充てる計画であり、今後

プロジェクトの活動を通じてカウンセリングに関する経験をさらに積む予定である。 
現在RCWRのカウンセリングサービスをDUWRMTのカウンセリングサービスに移管することが

検討されているが、プロジェクトが終了するまでに正式にこのサービスがDUWRMTに移管され、

DUWRMTのサービスとして認知されることが望ましい。また、DUWRMTのカウンセリングサービ

スについてRBOに周知し、DUWRMTから有益で実践的なサービスを受けられるとRBOに認識させる

必要もある。中期的な視点では、DUWRMTが将来的にカウンセリング実施機関として備えるべき能

力について検討することも重要である。具体的には、a)カウンセラー数の確保（若手研究者の育成や

外部人材の招聘）、b)カウンセラーの資格・要件の明確化、c)カウンセリング内容の蓄積や共有方法

の検討、d)RBOのニーズに合致するようカウンセラーのスキルを向上させること、e)カウンセリング

実施後のRBOのパフォーマンスのモニタリングなどが考えられる。 
 

(2) プロジェクト目標の達成度（見込み） 
プロジェクト目標： 河川流域機関（RBO）が流域管理を行うための実践的な能力を、インドネシア政府公共事

業省水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）によって強化する体制が確立される。 
さまざまな活動が実施され、RBOに対するサポート事業を実施できる体制がDUWRMT内で整いつ

つあるといえる。DUWRMTのミッションを実現するためには、RBOに対して「実践的なサービス」

を提供することが重要であり、そのためには、常にRBOのニーズを把握すること、現行のサービス

内容を検証すること、RBOのニーズに合致するようにサービス内容を改善することが重要である。

プロジェクトでは、中期的な視点でこのようなシステム（サイクル）をDUWRMT内にどのように構

築するのかを検討することが必要であり、これをベースに残りの協力期間で重点を置くべき活動を

明確にすべきだと考えられる。 
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3-2. 評価結果の要約 
 

(1) 妥当性 
• 本プロジェクトは、中期国家開発計画（2004-2009 年）の政策目標や 2004 年に施行された水資源法

の方向性と整合している。 
• RBO の前身は河川建設事務所だったが、水資源法の施行を受けて河川管理者として水資源管理に

関わる業務に対応するために水資源管理に関する能力強化の必要性に迫られた。また、RBO の支

援機関として設立された DUWRMT も RBO に対する支援サービスを提供するための基盤を構築す

ることが緊急の課題であった。このような背景の下、DUWRMT の設立とその活動への技術的な支

援を行い、それを通じて RBO の能力を強化するアプローチを取った本プロジェクトは、インドネ

シア水資源セクターの主要アクターである RBO と DUWRMT のニーズに合致しているといえる。

• わが国の対インドネシア国別援助計画では、頻繁な洪水、地滑り、渇水等の自然災害に対する対策

を重点分野に挙げており、本プロジェクトで支援している内容は長期的に自然災害対策にも貢献す

ると考えられるため、プロジェクトはわが国の援助方針とも整合性がある。 
• わが国は水資源管理に関する技術的な優位性を持っており、国土交通省や水資源機構が蓄積してい

る人材育成や組織開発のノウハウと経験は、本プロジェクトに対して有効である。 
 

(2) 有効性 
• 本プロジェクトで設定されている 3 つのアウトプット（成果）はプロジェクト目標を達成するた

めに必要不可欠な要素であり、プロジェクト目標の達成に影響を及ぼす外部条件も見あたらない

ため、3 つのアウトプットが達成されれば、プロジェクト目標も達成されると考えられる。 
• これまでの 1 年半のプロジェクト活動を通じて、RBO に技術的なサービスを提供できる基礎的な

能力が DUWRMT 内で強化されてきたといえる。今後、これまで準備してきたサービス内容を検

証する作業に移行するが、その前に、まず DUWRMT の中期的な組織開発計画を策定し、中期的

に達すべき明確な到達目標（望ましい姿）を設定したほうがよいと考えられる。換言すれば、支

援サービス提供機関として、DUWRMT がどのような能力を持つべきなのかをプロジェクトで議論

し、そのイメージを関係者で共有することが必要だと考えられる。これをベースに、この 3 年間

の協力期間で強化すべき能力や達成すべき項目を特定し、プロジェクトとして重点を置くべき活

動項目を明らかにすることが望まれる。 
 

(3) 効率性 
• 投入はプロジェクト活動に十分活用されており、その質は適切であった。特に国別研修は日本の知

見・経験の習得、モチベーションの向上、インドネシアに適用可能なアイデアの獲得等の点で参加

者から高く評価されている。 
• プロジェクト実施の初期段階では、カウンターパートの配置がやや遅れたため、作業グループの結

成に時間を要した。カウンターパートは本来業務との兼務であるため、プロジェクト活動に十分な

時間を割けないという制約があったため、インドネシア側の予算によってローカルコンサルタント

が傭上され、活動の促進が図られている。 
• 短期専門家の派遣期間が短く、カウンターパートと協働する時間が不十分だった点が指摘されてい

る。短期専門家の派遣期間や業務内容を見直し、プロジェクトのアウトプットを最大限生み出せる

ような活用方法を検討すべきである。 
• プロジェクトではさまざまな活動が実施されていたが、それらの連携や整合性を再度検証する必要

がある。そのためには、3 年間のプロジェクト期間終了時点での到達目標を明確化し、その上で、

活動の目的、活動を実施するステップ、活動間のつながり、各活動がどのようにアウトプット達成

に役立つのかなどを議論することが求められる。 
 

(4) インパクト 
• 本プロジェクトの期待されるインパクトは RBO の能力の向上であるが、RBO は 3 年前に設立され

たばかりであり、まだ生成期にある。RBO の能力を強化するためには、1)RBO 職員が水資源管理

者としての心構えを持つこと、2)水資源管理業務に対してモチベーションを持つこと、3)財務的健

全性を確保すること、4)人材育成管理を強化することなど、多くの課題がある。特に公務員採用抑

制の影響により、人的資源の確保は重要な課題となっており、プロジェクトは研修の対象者を広げ

ていくことを検討する必要がある。 
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• DUWRMT が提供できるサービスやそのサービスを受けるメリットについて、RBO や水資源総局

（DGWR）などの関連機関に PR することもインパクトの発現のために重要である。これによって、

RBO が DUWRMT のサービスに対して理解を深め、共にインドネシアの河川流域の水資源管理を

担っていく良きパートナーとなる環境を作り出せると考えられる。 
 

(5) 自立発展性 
• 公共事業省の政策や DUWRMT に対する期待に変化はなく、政策面からの自立発展性は確保される

見通しが高い。 
• 2008～2009 年には、現地コンサルタント傭上費、事務機器、カウンターパートの交通費など

DUWRMT としての活動を立ち上げるための予算措置が取られた。2010 年の予算額も DUWRMT の

活動を推進していける額が承認されている。上述したように公共事業省では水資源セクターにおけ

る DUWRMT の役割を重視しているため、現時点では今後も DUWRMT に対して十分な予算措置が

取られると考えられる。 
• カウンターパートはプロジェクトの活動を通じて、研修プログラムの策定方法を習得し、RBO の

現状に関する理解も深めており、個人レベルの能力は強化されてきたといえる。残りの協力期間で

は、プロジェクト効果の持続性を担保するために組織レベルの能力を強化する方策を検討する必要

がある。具体的には、a)講師の知識や経験を向上させるための具体的なステップを設定すること－

特にシニアレベルの研究員の経験を若手研究員へ伝えるシステムを構築する必要があること、b)研
修プログラムと研修教材の定期的な更新システムを確立し、技術の進歩と RBO を取り巻く環境や

ニーズの変化に対応したものとすることである。 
 
 

3-3. 効果発現に貢献した要因/問題点及び問題を惹起した要因 
 

(1) プロジェクトの進捗に貢献した要因 
• インドネシア政府の水資源に関する政策や方向性がプロジェクトの実施をバックアップしており、

水資源セクターの関連機関もDUWRMTがRBOを十分支援し河川流域の水資源管理を強化すること

に大きな期待を寄せている。このことは、DUWRMT の活動に対する予算措置が取られている点に

も現れており、プロジェクトの活動を促進してきた一因である。 
• カウンターパートはプロジェクト活動に対してオーナーシップを持っており、RBO が河川流域で効

果的な水資源管理を遂行するために DUWRMT が果たすべき責任の重要性を十分理解している。 
 

(2) プロジェクトの進捗に影響した要因 
• 効率的なプロジェクトの実施を推進するためには、ソロとバンドンのオフィス間のコミュニケーション、カウン

ターパート間の調整をさらに促進する必要がある。 

• さらに、これまで河川流域の水資源管理について実務経験の豊富な水資源公社（PJT）のカウンターパート

がプロジェクト活動に十分に参加できる環境が整えられておらず、参画レベルが限定されている。

DUWRMT が実践的な支援サービスを提供し RBO のニーズに応えるためには、PJT の知見を活用すること

が鍵となるため、彼らのプロジェクト活動への参画は非常に重要である。 
 
 

3-4. 結論 
 

プロジェクト活動を通じて、カウンターパートは RBO を支援するための能力を確実に向上している

と言える。カウンターパートのモチベーションは高く、インドネシア国内の水資源管理を強化するため

には自分たちが RBO を支援していかなくてはならないという強い使命感も持っている。プロジェクト

期間の前半は、DUWRMT が RBO に対して提供する支援サービスを準備する段階であり、ようやくそ

の体制が整備されてきたといえる。プロジェクト期間の後半は、RBO に対して直接的な支援を展開す

る次の段階に移行することになり、これまで準備してきた支援サービスを試行し、内容を検証し改善す

ることになる。プロジェクトにネガティブな影響を及ぼす外部要因も見あたらないため、次項で述べる

提言を検討し、プロジェクト活動や運営が改善されれば、プロジェクトは所期の成果を生み出すと期待

できる。 
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3-5. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 

(1) DUWRMT の中期的な組織開発計画の立案を検討し、それをベースに 3 年間の協力期間の目標を明

確化すること。カウンターパートと専門家の間で明確にビジョンや目標が共有され、それに基づい

て PDM の指標や活動が見直されるべきである。このプロセスを通じて、活動の詳細と活動を完了

するために必要な時間が明確に設定できる。 
(2) さまざまな活動が並行して実施されているため、活動間のつながりについて再確認し、プロジェク

ト期間中に各活動がどのようにプロジェクトのアウトプット（成果）や目標につながるのかを

チェックすること。 
(3) ソロとバンドンの活動拠点間の連絡・調整を強化し、プロジェクト活動のビジョンや詳細な内容を

プロジェクト関係者間で共有すること。このためには、日本人専門家を全員ソロに配置し、ソロの

DUWRMT 事務局との連携や調整を密に取れるようにすることが望ましい。 
(4) PDM の 3 つのアウトプット（成果）の達成に対応する責任者を配置すること。現在 11 の技術分野

に分かれてカウンターパート・グループが形成されているが、アウトプットの責任者を配置するこ

とで、アウトプット達成の管理と、アウトプットごとの活動の進捗管理を強化することが期待され

る。 
(5) 11 の技術分野には、カウンターパートのリーダーと現地コンサルタントの 2 人のみで構成されてい

るグループがあるため、カウンターパートを追加配置してグループの機能を強化すること。 
(6) 「実践的」な水資源管理技術を強化するために、水資源管理の実践経験が豊富な PJT の職員がプロ

ジェクト活動に積極的に関与できるような環境を整えること。 
(7) RBO およびそれを統括する水資源総局等に対して DUWRMT から情報発信を行い、DUWRMT の

サービスを関係機関に PR すること。ニュースレターの発行やウェブサイトの構築などの簡単なメ

ディアを通じて、定期的にかつ継続して情報発信することが重要である。 
(8) カウンターパートの配置を定めた公共事業省令（No.627/2008）とプロジェクト計画時の協議議事録

に基づいて DUWRMT の組織としての体裁が整えられているが、DUWRMT が RBO へのサービス

を本格的に開始するためには、公共事業省内で正式な組織として承認されることが必要であると考

えられる。したがって、協力期間が終了するまでに、DUWRMT に正式な組織的位置づけが付与さ

れることが望まれる。 
 

 



 

 

略 語 表 

   
DGWR Directorate General of Water Resources 水資源総局（公共事業省） 
DI Directorate of Irrigation 灌漑局（公共事業省） 
DRLD Directorate of River, Lake and Dam 河川・湖・ダム局 
DUWRMT Dissemination Unit for Water Resources 

Management and Technology 
水資源管理技術普及ユニット 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
DSC Directorate of Swamp and Coast  湿地海岸局 
DWRM Directorate of Water Resources Management 水資源管理局（公共事業省水資源

総局） 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 
M/M Minutes of Meetings 協議議事録 
M/M Man Month 人月 
OJT On-the-Job Training OJT 研修 
PDM Project Design Matrix プロジェクトデザイン・マトリッ

クス 
PJT Perum Jasa Tirta 水資源公社 
PO Plan of Operations 活動計画 
RBO River Basin Organization 河川流域機関 
RCWR Research Center for Water Resources 水資源研究所 
R/D Record of Discussions 討議議事録 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 中間レビュー調査の目的 
本中間レビュー調査は、インドネシア側と合同で、以下を目的として実施された。 

（1）2008 年 7 月 23 日からプロジェクトが開始され、2010 年 1 月をもってプロジェクト期間の半

分が経過することになることから、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度等をレ

ビューする。 
（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からレビューを行

い、プロジェクトの実施に影響を及ぼしている促進要因、阻害要因を確認する。 
（3）以上の結果を踏まえて、プロジェクト実施上の課題を抽出し、対応策について検討する。ま

た、プロジェクト目標や成果の達成に向けた後半の活動について関係者と協議を行う。 
（4）必要に応じて、活動、指標、投入等のプロジェクト・デザインの見直しを行う。 
（5）中間レビュー報告書を取り纏める。 

1-2 調査団の構成 
調査団の構成は以下のとおりである。 

＜日本側＞ 
 氏名 担当分野 所属 現地派遣期間 

1 須藤 和男 総括 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部課題アドバイザー 

2010 年 2 月 14 日～25 日

2 山下 祥弘 水資源管理 独立行政法人水資源機構 
総合技術センター 
マネージャー 

2010 年 2 月 14 日～21 日

3 南村 亜矢子 評価分析 株式会社インターワークス 2010 年 1 月 17 日～30 日

2010 年 2 月 14 日～25 日

4 松本 重行 計画管理 独立行政法人国際協力機構 
地球環境部水資源・防災グループ

水資源第一課企画役 

2010 年 2 月 14 日～25 日

 
＜インドネシア側＞ 

氏名 所属 

Mr. Sobirin Supardiyono 
Observer Board on Forestry and Environment of West Java/ 
Independent Reviewer 
元水資源研究所所長 

Dr. A. Hafied A. Gany 
Individual Consultant/ Independent Reviewer 
元水資源研究所所長 
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1-3 調査日程 
調査日程は、添付資料 1 のとおりである。 

1-4 主な面会者 
主な面会者は以下のとおりである。 

（1）Agency for Research and Development, Ministry of Public Works（PU） 
公共事業省調査開発庁 

 
Dr. Mochammad Amron Director General 

Dr. Arie Setiadi Moerwanto Director of Research Center for Water Resources 

Ir. Isnugroho Head of DUWRMT（Dissemination Unit for Water Resources 
Management Technology） 

Ir. Irwan Shafri Coordinator of DUWRMT 

Ir. Asep Sulaeman Secretary of DUWRMT 

  
（2）Directorate General of Water Resources（DGWR）, Ministry of Public Works（PU） 

公共事業省水資源総局 
 

Dr. Mochammad Amron Acting Director General（調査開発庁長官と兼務） 

Ir. Sugiyanto Director of Directorate of Water Resource Management 

Ir. Leonardo Sub-director, Directorate of Water Resource Management 

  
（3）合同調整委員会メンバー（上記（1）（2）に記載のあるメンバーを除く） 

 
Mr. Tjoek W. Subijanto President, PJT I 

Mr. Djendam Gurusinga Director, PJT II 

Mr. Budi Doelrachman Head of Division Program and Cooperation, Research Centre for 
Social, Culture, Economic and Public Participation 

Mr. Budi Directorate of River, Lake and Dam, Directorate General of 
Water Resources 

  
（4）Inspectorate General, Ministry of Public Works（PU）公共事業省監査局 

  
Dr. M. Basuki Hadimuljono Inspector General 

  
（5）JICA 専門家 

 
杉村 淑人 チーフアドバイザー／水資源管理／能力向上 

白川 信之 ガイドライン整備／研修 
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大原 克彦 業務調整 

馬場 仁志 水資源政策アドバイザー、公共事業省水資源総局配属 

  
（6）在ジャカルタ日本大使館 

 
佐渡 周子 二等書記官 

  
（7）JICA インドネシア事務所 

 
富谷 喜一 次長 

平岡 香奈子 企画調査員 
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第2章 プロジェクトの概要 

2-1 プロジェクトの背景 
インドネシア国は、台風や洪水が頻発するアジア・モンスーン地域に位置し、また、人口密度が高

い（121 人/km2）ことから、防災対策や水資源開発・保全の必要性が高く、我が国は 1960 年代以降、

ブランタス川、ソロ川、ジャカルタ近郊の主要河川等の全国 10 以上の主要河川に対して開発調査に

よる河川改修計画や水資源開発計画の策定、資金協力によるそれらの実施についての協力を行ってき

た。 

これらの協力により主要流域の開発・保全は進められたものの、急激な人口増加、経済開発、都市

化等による水需要が増大する一方で水資源開発は進んでおらず、水利用者間の水配分に関わる問題が

年々大きくなっている。また、近年の干ばつにより農業への被害、都市部における水不足は深刻な影

響を与えている。さらに、洪水対策や水質悪化等、河川流域内の問題に総合的に対処する必要性が高

まっている。 

これらの課題に対応するために、インドネシアでは各流域内の利害関係者の参加による統合的な水

資源管理を促進することとし、2004 年に水資源法が制定された。この法律により、(1)中央と地方の

政府の役割分担、(2)BHN の充足、(3)水利権の導入、(4)水資源の保全等の水資源管理のあり方が規定

された。 

インドネシアにおいては、1999 年以来、地方自治体への権限委譲が進められてきたが、制度不備

や複数の州を跨ぐ河川流域における調整の難しさから、河川管理においては中央政府の役割について

再度検討が行われ、公共事業省は 2006 年の省令により、全国 5,590 流域を 133 の河川地域に区分し、

そのうち 69を本省が直轄管理することを定め、これら流域の開発や管理に携わる河川流域機関（River 
Basin Organization: RBO）を各地域に設置、2007 年から運営を開始した（現在設立されている RBO
は 31）。 

各 RBO の前身は河川建設事務所であることから、施設建設業務の経験を有するが、今後は水資源

管理に関わる業務に対応していかなければならない。RBO がそれぞれの河川地域で自立的に統合的

水資源管理を行っていくためには、まず RBO 関係者のマインドセットを変え、流域状況の把握と問

題の解決、関連施設の運営維持管理、開発･管理計画の策定、利害関係者との調整等の業務に取り組

んでいく姿勢と体制を整えるとともに、流域全体の水資源管理に関わる実践的な技術ガイドラインや

マニュアルを整備し、組織と人材を強化していくことが求められている。また、1990 年代半ば以降、

財政難から約 10 年にわたって公務員の新規採用が見送られたことから、今後経験ある技術者の多く

が定年を迎えるため、若い世代に技術や経験を伝承する仕組み作りが喫緊の課題になっている。 

以上のような背景を踏まえ、インドネシア国公共事業省は RBO の組織・人材強化を目的として、

同省の水資源総局水資源管理局（Directorate of Water Resources Management: DWRM）及び調査開発庁

水資源研究所（Research Center for Water Resources: RCWR）の協力により、新たなユニットである水

資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）を設置し、ガイドラインやマニュアルの策定、RBO 職員の

研修や相談システムの構築を計画しており、その立上げ作業について日本政府に技術協力プロジェク

トを要請した。 
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これを受けて JICA は 2008 年 3 月に事前評価調査を行い、同年 6 月 9 日に R/D に署名し、7 月 23
日よりプロジェクトを開始した。 

2-2 プロジェクトの概要 
討議議事録（R/D）に示されるプロジェクトの概要は、以下のとおりである。 

（1）上位目標 
河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化される。 

（2）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
河川流域機関（RBO）が流域管理を行うための実践的な能力を、インドネシア政府公共事

業省水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）によって強化する体制が確立される。 

（3）プロジェクトの成果 
成果 1： 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）の研修を行

うために必要な能力（組織体制、研修計画、カリキュラム、教材等）を備える。 
成果 2： 河川流域機関（RBO）が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン

／マニュアルが整備される。 
成果 3： 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）に対して行

う水資源管理についてのカウンセリングの仕組みが構築される。 
 

（4）協力期間 
2008 年 7 月～2011 年 7 月（3 年間） 
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しなかった。終了時評価調査あるいはプロジェクト期間が終了するまでに、DUWRMT のサービスに

対する RBO の意見あるいは評価も含めて、プロジェクトを評価することが望ましい。 
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第4章 プロジェクトの実績 

4-1 投入の実績 

4-1-1 インドネシア側の投入 
（1）カウンターパートの配置（中間レビュー報告書 Annex 2-1） 

1）スーパーバイザー（Project Supervisors） 
Dr. Mochammad Amron 研究開発庁、長官 

（Director General for Research and Development） 

Mr. Iwan Nursyirwan 水資源総局、局長（2010 年 1 月 19 日まで2） 
（Director General for Water Resources） 

 
2）プロジェクト・ダイレクター 

Dr. Arie Setiadi Moerwanto 研究開発庁水資源研究所、所長 
（Director of RCWR, Agency for Research and Development）

Mr. Sugiyanto 水資源総局水資源管理局、局長 
（Director of DWRM, DGWR） 

 
3）プロジェクト・マネージャー 

Mr. Isnugroho 水資源研究所、河川研究センター、センター長 
（Head of Experimental Station for River, RCWR） 

 
4）作業グループ 
ポジション/分野 RCWR DRLD DWRM DI DSC PJT I&II RBOs
コーディネーター 1      
秘書官 1       
水文観測 1  1   2  
水配分管理 1   1  2 1 
統合洪水管理 2*     1  
河川区域管理 1       
ダム管理 1 1    2 2 
河川施設管理 1       
水質管理 1     2  
低湿地管理 1    1   
住民参加 1       
海岸管理 1       
ゲート・ポンプ等

機械類の維持管理 
1       

合計 13 1 1 1 1 9 3 
*注）水文観測のグループリーダーは、統合洪水管理のメンバーを兼任しているため、RCWR のカウン

ターパートの合計数が 13 人になっている。 

                                                        
2 同氏は 2010 年 1 月 19 日に退官し、その後中間レビュー実施時点では研究開発庁長官が水資源総局の Acting Director 
General を務めていた。 



 

 4-2

（2）プロジェクト活動費（中間レビュー報告書 Annex 2-2） 
インドネシア側は、2008～2009 年度に 56 億 2,721 万 4 千ルピアをプロジェクト活動費とし

て投入しており、2010 年度の予算として 38 億 5,648 万 3 千ルピアが承認されている。 

（単位：ルピア） 
項目 2008 年度* 

(支出額) 
2009 年度 
(支出額) 

2010 年度 
(承認予算額) 

建設費 470,881,000.00 - -
セミナー開催費等 - 7,245,000.00 -
文房具・事務用品 - 39,202,950.00 101,452,000.00
謝金 - 66,370,000.00 177,331,000.00
書籍購入費 - 19,369,000.00 -
コンサルタント傭上費 - 1,287,607,500.00 2,072,000,000.00
レンタカー代 - 29,500,000.00 39,000,000.00
外部講師代 - 26,500,000.00 149,000,000.00
交通費 - 504,821,526.00 930,990,000.00
オフィス機器 - 257,394,500.00 386,710,000.00
宿泊施設建設費 - 2,918,322,000.00 -
合計 470,881,000.00 5,156,332,476.00 3,856,483,000.00

*注）インドネシア会計年度は 1 月～12 月である。 
 

（3）施設や機材の提供 
ソロとバンドンでの専門家の執務室とプロジェクト活動に必要な設備が提供されている。 

4-1-2 日本側の投入 
（1）専門家派遣（中間レビュー報告書 Annex 3-1） 

プロジェクト開始から 2010 年 1 月までに派遣された専門家の担当分野と派遣期間は次のと

おり。 

分野 人数 合計 M/M 
■ 長期専門家：   
チーフアドバイザー/水資源管理/能力向上 1 18.30 
ガイドライン整備/研修3 1 18.30 
業務調整 1 4.73 
■ 短期専門家：   
水文観測、洪水流出予測モデル 1 0.33 
水利権の実務と技術審査 1 0.37 
コミュニティ連携による洪水減災 1 0.23 
ダム及び貯水池管理の実務 1 0.40 
河川区域管理 1 0.23 
河川施設管理 1 0.23 
合計 9 43.12 
   

 

                                                        
3 当初「ガイドライン整備/研修/業務調整」であったが、2009 年 9 月に「業務調整」を追加投入。 
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知見を活用することが鍵となるため、彼らのプロジェクト活動への参画は非常に重要である。今後は、

あらゆるレベルでのコミュニケーションや調整業務が改善され、情報の共有化が促進され、プロジェ

クトの活動が円滑に進むことが期待される。 
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第5章 評価 5 項目による評価結果 

5-1 妥当性 
2004 年に施行された水資源法では、河川流域でさまざまな関係者の参画を促した統合的水資源管

理の導入を謳っており、公共事業省はこれを実現するための手段として 2006 年に RBO を設立し、

河川流域での水資源管理の責任を付与した。中期国家開発計画（2004-2009 年）11では、中央、地方、

コミュニティレベルで関係者間の調整と協調を促進することによって、水資源管理を適切に管理し、

洪水対策や水紛争の発生を制限する重要性を強調している。本プロジェクトでは、RBO の能力強化

を上位目標として掲げており、これらの政策に貢献すると考えられる。したがって、本プロジェクト

の方向性はインドネシア政府の政策と合致しているといえる。 

この水資源法が施行される以前 RBO は河川建設事務所だったが、水資源法の施行を受けて河川管

理者として水資源管理に関わる業務に対応しなくてはならず、その責務を果たせるよう水資源管理に

関する能力強化の必要性に迫られた。また、RBO の支援機関として設立された DUWRMT も RBO に

対する支援サービスを提供するための基盤を構築することが緊急の課題であった。このような背景の

下、DUWRMT の設立とその活動への技術的な支援を行い、それを通じて RBO の能力を強化するア

プローチを取った本プロジェクトは、インドネシア水資源セクターの主要アクターである RBO と

DUWRMT のニーズに合致しているといえる。 

わが国の対インドネシア国別援助計画では、頻発する洪水、土砂災害、渇水などの自然災害対策等

の支援を行うことを貧困削減の取り組みを支援する重点分野のひとつとして掲げている。本プロジェ

クトで支援している内容は長期的に自然災害対策にも貢献すると考えられるため、プロジェクトはわ

が国の援助方針とも整合性がある。 

日本には河川流域管理分野での業務経験が豊富で有能な人材が多い。特に国土交通省や独立行政法

人水資源機構が蓄積してきた河川管理のノウハウや人材開発の経験は DUWRMT の組織開発や RBO
のニーズ特定に有益である。このようにわが国が本プロジェクトを支援する技術的優位性もある。 

5-2 有効性 
本プロジェクトで設定されている 3 つのアウトプット（成果）はプロジェクト目標を達成するため

に必要不可欠な要素であり、プロジェクト目標の達成に影響を及ぼす外部条件も見あたらないため、

3 つのアウトプットが達成されれば、プロジェクト目標も達成されると考えられる。これまでの 1 年

半のプロジェクト活動を通じて、RBO に技術的なサービスを提供できる基礎的な能力が DUWRMT
内で強化されてきたといえる。 

残りの協力期間では、RBO への研修を開始してこれまで作成した研修教材の内容の検証、

DUWRMT としてカウンセリングサービスの実施、パイロット流域での本格的な活動の開始など、こ

れまで準備を進めてきた支援サービスを実践して検証するステージに移行する。しかし、このような

段階に移行する前に、プロジェクトでは DUWRMT の中期的な組織開発計画を策定し、中期的に達

すべき明確な到達目標（望ましい姿）を設定したほうがよいと考えられる。換言すれば、支援サービ

                                                        
11 インドネシア語ではPROPENAS（Program Pembangunan Nasional）と呼ばれている。 
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ス提供機関として、DUWRMT がどのような能力を持つべきなのかをプロジェクトで議論し、そのイ

メージを関係者で共有すべきである。さらに DUWRMT が持つべき能力を元に、この 3 年間の協力

期間で強化すべき能力や達成すべき項目を特定すればよいと考える。そして、それを DUWRMT の

中期的組織開発のマイルストーン（中間目標）として設定すると DUWRMT の中期計画とプロジェ

クトの目標との整合性も確認できる。目標を明確化することで、DUWRMT の能力強化にむけてプロ

ジェクトとして重点を置くべき活動項目も明らかになるであろう。 

5-3 効率性 
「4-3 アウトプットの達成状況」で述べたように、RBO の河川管理機関としての能力を向上させ

るシステムを構築するために数多くの活動がプロジェクトで実施されてきた。これまでの協力期間で

は、投入の質は計画されたアウトプット（成果）を生み出すために十分であり、投入はプロジェクト

活動に十分活用されてきた。本邦研修によって、インドネシアの研修生は日本の統合水資源管理を学

ぶ機会を得ることができ、自身の業務に対するモチベーションを高めるとともに、プロジェクトで取

り組みたい具体的なアイデアを持って帰国している12。本邦研修はプロジェクトの実施促進に貢献し

たといえる。 

プロジェクト実施の初期段階では、カウンターパートの配置がやや遅れたため、作業グループの結

成に時間を要した。さらに作業グループのメンバーは、所属機関での業務とプロジェクトの活動を兼

務しているため、プロジェクト活動に十分な時間を割くことが困難であった。この問題を解決するた

めに 2009 年に現地コンサルタントが傭上されて作業グループの一員として配置され、プロジェクト

の活動が促進された。 

一方で、短期専門家の派遣期間が短く、カウンターパートと協働する時間が不十分であった等の課

題がカウンターパートによって指摘されている。今後プロジェクト活動が多岐に亘るにつれ、短期専

門家はプロジェクト実施の貴重な原動力となるため、短期専門家の派遣期間や業務内容を見直し、プ

ロジェクトのアウトプットを最大限生み出せるような活用方法を検討すべきである。 

上述したように、プロジェクトではさまざまな活動が実施されてきたが、プロジェクト後半の活動に

入る前に、各活動の連携やアウトプットを生み出すための各活動の位置づけについて再度、注意深く

検討する必要がある。このためには、3 年間の協力期間で達成すべき目標についてプロジェクト関係

者間で議論・共有することが重要である。その上で、活動の目的、活動を実施するステップ、活動間

のつながり、各活動がどのようにアウトプット達成に役立つのかなどを議論することが望ましい。 

5-4 インパクト 
プロジェクトでは「河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化さ

れる」ことを上位目標として掲げている。RBO 自体、設立されてまだ 3 年しか経過しておらず、現

在も河川管理機関として中心的な役割を担う準備期間中であり、RBO の組織改編と組織強化にはさ

らに時間が必要だと予想される。このような状況の下、プロジェクトの上位目標を実現するためには、

RBO は数多くの課題に取り組む必要がある。具体的には、RBO としてこれから取り組むべき水資源

管理の意義13や業務特性に関する理解を推進すること、水資源管理業務に関するモチベーションを促

                                                        
12 本邦研修に参加した研修生を含めたプロジェクト関係者へのインタビュー結果より。 
13 2006年の省令によってRBOが河川管理者と規定される前は、RBOは主に河川建設事業に関わっていた機関である。

したがって、水資源管理の意義などをまず理解し、水資源管理者としての意識を持つ必要がある。 
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進すること、健全な財政を確保すること、人材育成管理を強化することなどが挙げられる。特に、

RBO で十分な人材が確保できない場合、DUWRMT が万全の支援体制を整えても、河川流域の水資

源管理の改善に貢献できなくなる。この点は、関係者間で既にリスク要因として認識されており、プ

ロジェクトでも研修の対象者を RBO のエンジニアに限定せずに、RBO のオペレータや、コンサルタ

ント企業の若手エンジニア14等に拡大することも検討している。 

DUWRMT が提供できるサービスやそのサービスを受けるメリットについて、RBO や水資源総局

（DGWR）などの関連機関に PR することもインパクトの発現のために重要である。まずは、RBO
に DUWRMT のサービスを利用することによって得られるメリットを知らせることが第一段階であ

る。協力期間中に、DUWRMT の機能と役割、プロジェクトで実施している活動について RBO に情

報を発信すべきである。これによって、RBO が DUWRMT のサービスに対して理解を深め、共にイ

ンドネシアの河川流域の水資源管理を担っていける良きパートナーとなる環境を作り出せると考え

られる。 

5-5 自立発展性 
（1）政策面 

2004 年に水資源法が制定されて以来、公共事業省では統合水資源管理を促進しており、RBO
の組織強化の重要性を認識している。また、RBO の支援ユニットとして DUWRMT を設立し、

RBO の水資源管理能力を強化する役割を与えた。プロジェクト開始当初から今日まで、公共

事業省の政策と水資源管理分野での RBO と DUWRMT に対する期待に変化はなく、今後も

DUWRMT は同省の政策的な支援を受けられると考えられる。 

（2）財政面 
2008～2009 年には、現地コンサルタント傭上費、事務機器、カウンターパートの交通費な

ど DUWRMT としての活動を立ち上げるための予算措置が取られた。2010 年の予算額も

DUWRMT の活動を推進していける額が承認されている。上述したように公共事業省では水資

源セクターにおける DUWRMT の役割を重視しているため、現時点では今後も DUWRMT に

対して十分な予算措置が取られると考えられる。 

（3）技術面 
カウンターパートはプロジェクトの活動を通じて、研修プログラムの策定方法を習得し、

RBO の現状に関する理解も深めており、個人レベルの能力は強化されてきたといえる。残り

の協力期間では、プロジェクト効果の持続性を担保するために組織レベルの能力を強化する方

策を検討する必要がある。考えられる組織強化のための項目は、2 点挙げられる。(1)DUWRMT
で講師の知識や経験を向上させるための具体的なステップを設定すること－特にシニアレベ

ルの研究員の経験を若手研究員へ伝えるシステムを構築する必要があること、(2)研修プログ

ラムと研修教材の定期的な更新システムを確立し、技術の進歩と RBO を取り巻く環境やニー

ズの変化に対応したものとすることである。 

                                                        
14 RCWR の所長によれば、RBO の外注先として水資源管理に関わる可能性高いため、コンサルタント企業の若手エ

ンジニアを研修対象として検討することは意義があるとのことだった。 
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第6章 PDM 改訂の必要性 

中間レビューを実施する過程で、調査団は PDM1.0 の問題点を整理し、改訂のポイントについて日

本人専門家と協議した。要点は次のとおり。 

（1）PDM1.0 の問題点 
PDM1.0 では、プロジェクトのこれまでの活動実績の一部が、PDM1.0 の記述と一致しない

ケースがあること、PDM1.0 の指標が曖昧でありプロジェクトの達成状況が正確に測定できな

いという課題があるため、PDM1.0 を改訂する必要がある。さらに、前述したように、DUWRMT
の中期的な計画を元に、プロジェクト期間で達成すべき目標を明確化する必要があり、この議

論を元にプロジェクト期間後半の活動を見直す必要があるため、それに即して PDM の活動も

整理する必要がある。 

（2）中間レビュー期間中の PDM に関する議論と今後の方針 
時間的な制約もあったため、中間レビュー調査団と日本人門家チームで PDM の改訂に関し

て議論し、改訂の素案をまとめた（添付資料 7）。今後は、インドネシア側のプロジェクト関

係者と改訂について協議して PDM2.0 をまとめ、プロジェクト期間後半の活動をプロジェクト

関係者で共有する必要がある。さらに、日本人専門家とカウンターパートが活動を推進するた

めには、PDM の活動項目をベースに各活動をブレイクダウンした詳細活動を設定し、それを

活動計画表（Plan of Operations）として作成し、プロジェクト活動のモニタリングに活用すべ

きである。 

（3）PDM 改訂のポイント 
中間レビュー調査団と日本人専門家チームで協議した PDM 改訂の要点は次のとおり。 

●プロジェクト目標 
プロジェクト要約に記載された「capacity development system for RBOs」の具体的なイメージ

について関係者で協議し、共通の認識を持つ必要がある。それをベースに、プロジェクト期間

終了後、DUWRMT がどのような能力を備えているべきかを協議する。 

●成果・活動 
全般的に、活動項目はプロジェクト関係者がイメージを持ちやすいように、可能な限り具体

的に記述し、詳細な活動も記載できる場合は記載する。 

1）成果 1：DUWRMT が河川流域機関（RBO）の研修を行う十分な能力を備えている。 
• 指標については、「研修を行う十分な能力」とはどのような能力を指すのかを議論し、こ

れをベースに指標を再度明確化する。 
• 研修に関する活動を時系列に整理しなおす。特にプロジェクト前半で実施した RBO の

ニーズ調査や RBO 職員に求められる基礎能力の特定は PDM に活動として記載されてい

ないので追加する。 
• 研修計画の作成や、研修結果のモニタリングなどの活動は、活動の具体的なイメージを持

てるように、活動の記述を具体的にし、かつ PDM にブレイクダウンした詳細活動を記載
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する。 
 

2）成果 2：水資源管理に関わる優先分野のガイドライン/マニュアルが河川流域機関（RBO）

のために整備されている。 
• 指標は、「ガイドライン/マニュアルの整備」だけでなく、実践的なガイドライン/マニュ

アルが作成されたかどうかを検証する視点も検討すべきである。 
• PDM1.0 では、ガイドライン/マニュアルの作成のためにパイロット流域でのグッドプラク

ティスをレビューし、それを反映させてガイドライン/マニュアルを作成するという手順

だったが、実際のプロジェクト活動では、マニュアル／ガイドラインを作成し、それらを

パイロット流域で適用して、実用性を検証するとともにパイロット流域での活動内容をガ

イドライン/マニュアルに反映する流れになっている。したがって、このように活動を整

理しなおす。 
• パイロット流域での活動の目的を明確化する。特にパイロット流域の活動の最終目標と、

それをベースにプロジェクト期間内で達成すべき成果をそれぞれ検討し、パイロット流域

での詳細な活動計画を作成する。 
• PDM1.0 にはガイドライン/マニュアルの検証・改訂に関する活動がないため、これらを追

加する。 
 

3）成果 3：河川流域機関（RBO）に対するカウンセリングのメカニズムが構築される。 
• 指標は、プロジェクト終了時に「カウンセリングのメカニズムが構築された」状態がどの

ようなものなのかを明確にし、指標として設定するべきである。 
• PDM1.0 には「カウンセリングの仕組みを作る（administrative procedures of counseling）」

と記載されているが、この表現ではプロジェクト関係者で共通のイメージを持つことが難

しいので、仕組み作りのために検討すべき具体的な項目を列挙する。例えば、カウンセリ

ングサービスの内容の特定、カウンセリング実施の手順の決定（リクエスト受付の窓口設

定、カウンセラー選定、情報蓄積の手順、結果のモニタリング方法など）、必要な書類の

フォーマットの決定（カルテ、カウンセリング結果、モニタリング結果の記録など）、情

報蓄積の蓄積・整理の仕組み作りなど。 
• 現在、DUWRMT では RCWR のシニア研究者をカウンセラーとして当面配置する予定な

ので、カウンセラーへのトレーニングという項目は必要ないという意見がインドネシア側

から挙がっている。したがって、日本人専門家が同行して実施するカウンセリング活動を

通じて、シニア研究者がカウンセリングの経験を積めば良いと考える。 
• カウンセラーの資格要件は、今後外部リソースを選定する際や、若手カウンセラーを育成

する際に必要となるため、資格要件を明確化する活動を追加する必要がある。 
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第7章 結論 

プロジェクト活動を通じて、カウンターパートは RBO を支援するための能力を確実に向上してい

ると言える。カウンターパートのモチベーションは高く、インドネシア国内の水資源管理を強化する

ためには自分たちが RBO を支援していかなくてはならないという強い使命感も持っている。プロ

ジェクト期間の前半は、DUWRMT が RBO に対して提供する支援サービスを準備する段階であり、

ようやくその体制が整備されてきたといえる。プロジェクト期間の後半は、RBO に対して直接的な

支援を展開する次の段階に移行することになり、これまで準備してきた支援サービスを試行し、内容

を検証し改善することになる。プロジェクトにネガティブな影響を及ぼす外部要因も見あたらないた

め、次項で述べる提言を検討し、プロジェクト活動や運営が改善されれば、プロジェクトは所期の成

果を生み出すと期待できる。 
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第8章 提言 

（1）DUWRMT の中期的な組織開発計画の立案を検討し、3 年間の協力期間の目標を明確化する

こと 
DUWRMT としての活動を開始してから 1 年半の間、RBO を支援するための準備が着々と

行われており、DUWRMT の目指すべき方向性が明確になってきたと考えられる。したがって、

現時点で DUWRMT としての中期的な組織開発計画を作成するのに適当な時期だと考えられ

る。DUWRMT を設立したインドネシア側としては中期的な視野の中でプロジェクト活動を位

置づけているため、まずは DUWRMT の中期計画を定め、それをベースにプロジェクト期間

の到達目標を具体化することがベストだと考えられる。これによってプロジェクト目標は、

DUWRMT の中期目標のマイルストーン（中間目標）となり、DUWRMT が進むべき道筋が明

確になる。さらに、設定した目標は、日本人専門家とカウンターパート間で共有し、それに基

づいて PDM の活動や指標を見直すべきである。このプロセスを通じて、活動の詳細と活動を

完了するために必要な時間が明確に設定できる。 

（2）活動間の整合性や連携を確認すること 
多くの活動が行われて成果も出てきている一方で、活動間の整合性や連携を再度確認し、各

活動がプロジェクト目標の達成にどのようにつながっているのか、あるいはつながっていくべ

きなのかをチェックする必要がある。 

（3）コミュニケーションとコーディネーション（調整業務）を強化すること 
今後プロジェクト活動を円滑に進めていくためには、プロジェクトの拠点であるソロとバン

ドンの連携や調整を促進し、プロジェクト活動のビジョンや詳細な内容をプロジェクト関係者

間で共有する必要がある。このためには、日本人専門家を全員ソロに配置し、ソロの DUWRMT
事務局との連携や調整を密に取れるようにすることが望ましい。 

（4）PDM のアウトプットの責任者を配置すること 
プロジェクトでは、異なる機関の職員がプロジェクトのカウンターパートとして配置されて

いるだけでなく、多くの活動を推進しているため、プロジェクトを成功させるためには、数多

くのカウンターパートが関わっている各活動を適切にマネジメントすることが重要である。し

たがって、PDM に設定された各アウトプットに対する責任者を配置することが必要である。

これによって、プロジェクト活動の実施状況とアウトプットの達成状況を管理・監督する機能

が強化されることが期待できる。 

（5）作業グループを強化すること 
11 の技術分野が形成されており、1 つの技術分野には 1 人のリーダーとメンバーが配置され

ている。しかし、作業グループの人数にはばらつきがあり、カウンターパートと現地コンサル

タントの 2 人のみの作業グループが 5 つある。プロジェクト活動を活性化させ、よい結果を生

み出すためには、分野の専門性をもった職員を配置して人数を増加させ、作業グループを強化

すべきである。 
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（6）「実践的」なサービスをより重視すること 
DUWRMT が RBO に提供するサービスの特徴を打ち出すためには、「実践的な」サービスを

提供できることが必要不可欠である。これによって RBO は DUWRMT のサービスのメリット

や有効性を認識することになる。DUWRMT のサービスを実践的にするためには、水資源管理

の実践経験が豊富な PJT の職員がプロジェクト活動に積極的に関与できるような環境を整え

ることが必要である。 

（7）DUWRMT のサービスを関係機関に PR すること 
プロジェクトでは DUWRMT が提供できるサービスを RBO やそれを統括する水資源総局な

どの関係機関に積極的に情報発信して DUWRMT の PR を行い、関係機関から DUWRMT の

サービスに関する理解を促進するとともに、彼らからのフィードバックを得るべきである。具

体的な成果が出るまで待つ必要はなく、DUWRMT が提供しようとしているサービスの内容や

プロジェクト活動の紹介や報告などをニュースレターやウェブサイトなどの簡単なメディア

を通じて、定期的にかつ継続して情報発信することが重要である。 

（8）省令によって正式に DUWRMT が設立されること 
現時点では、DUWRMT に関する公式文書は、カウンターパートの配置を定めた公共事業省

省令（No.627/2008）とプロジェクト計画時の協議議事録（2008 年 3 月署名）であり、これら

に基づいて DUWRMT の組織としての体裁が整えられている。しかし、DUWRMT が RBO へ

のサービスを本格的に開始するためには、公共事業省内で正式な組織として承認されることが

必要であると考えられる。したがって、協力期間が終了するまでに、DUWRMT の機能・役割

が RCWR の河川研究センターの機能・役割として包括され、省令によって承認されることが

望まれる。 
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添付資料１ 調査日程 

第 1 次現地調査 

評価分析コンサルタント（南村団員）による情報収集、データ整理 

   日付   行程 宿泊地 

1 1 月 17 日 日 東京→ジャカルタ ジャカルタ 

2 1 月 18 日 月 

JICA 事務所打合せ 

JICA 担当所員、次長からのヒアリング、情報収集 

移動 ジャカルタ→ソロ 

ソロ 

3 1 月 19 日 火 
長期専門家からのヒアリング 

資料収集、投入実績の整理 
ソロ 

4 1 月 20 日 水 

BBWS ブンガワン・ソロ（RBO）所長表敬 

水資源管理技術普及ユニット事務局からのヒアリング 

研修受講者からのヒアリング 

資料収集、投入実績の整理、プロジェクト進捗状況確認 

移動 ソロ→スラバヤ 

スラバヤ 

5 1 月 21 日 木 

BBWS ブランタス（RBO）からのヒアリング 

研修受講者からのヒアリング 

スラバヤ→マラン 

マラン 

6 1 月 22 日 金 
水資源公社１（PJT１）所属 C/P からのヒアリング 

マラン→スラバヤ→ジャカルタ 
ジャカルタ 

7 1 月 23 日 土 資料整理 ジャカルタ 

8 1 月 24 日 日 
資料整理 

ジャカルタ→バンドン 
バンドン 

9 1 月 25 日 月 

移動 バンドン→プルワカルタ 

水資源公社２（PJT2）所属 C/P からのヒアリング 

移動 プルワカルタ→バンドン 

資料収集、投入実績の整理、プロジェクト進捗状況確認 

バンドン 

10 1 月 26 日 火 

C/P からのヒアリング 

水資源研究所長（Project Director）からのヒアリング 

水資源管理技術普及ユニット長（Project Manager）からの

ヒアリング 

バンドン 
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   日付   行程 宿泊地 

資料収集、投入実績の整理、プロジェクト進捗状況確認 

11 1 月 27 日 水 

C/P からのヒアリング 

バンドン→ジャカルタ 

本邦研修から帰国した C/P からのヒアリング 

ジャカルタ 

12 1 月 28 日 木 
水資源政策アドバイザー馬場専門家からのヒアリング 

公共事業省水資源総局水資源管理局からのヒアリング 
ジャカルタ 

13 1 月 29 日 金 

公共事業省調査開発庁長官からのヒアリング 

公共事業省水資源総局からのヒアリング 

JICA 事務所報告 

ジャカルタ→ 

機中泊 

14 1 月 30 日 土 →東京   

 

第 2 次現地調査 

中間レビュー報告書取り纏め、インドネシア側関係者との協議 

   日付   行程 宿泊地 

1 2 月 14 日 日 東京→ジャカルタ ジャカルタ 

2 2 月 15 日 月 

JICA 事務所打合せ 

日本側関係者打合せ（長期専門家、水資源政策アドバイ

ザー、JICA 事務所、調査団）（第 1 次現地調査の結果、第 2

次現地調査方針、中間レビュー取りまとめ方針等に関する

協議） 

日本大使館表敬 

 

（南村団員） 

移動 ジャカルタ→ジョグジャカルタ→ソロ 

ジャカルタ 

／ソロ 

3 2 月 16 日 火 

（須藤団長、山下団員、松本団員） 

公共事業省調査開発庁長官表敬（第 1 次現地調査の要点説

明、中間レビューのポイントに関する意見交換） 

移動 ジャカルタ→ソロ 

ソロ 
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   日付   行程 宿泊地 

 

（南村団員） 

水資源管理技術普及ユニット事務局からのヒアリング 

4 2 月 17 日 水 

水資源管理技術普及ユニット長（Project Manager）との協

議（第 2 次現地調査の進め方、中間レビューのポイント等

に関する協議） 

インドネシア側中間レビューメンバーへの説明 

C/P との全体協議準備 

ソロ 

5 2 月 18 日 木 

C/P との全体協議 

水資源研究所長（Project Director）、水資源管理技術普及ユ

ニット長（Project Manager）、水資源管理技術普及ユニット

事務局との協議 

ソロ 

6 2 月 19 日 金 

中間レビュー報告書（英文）ドラフトの水資源管理技術普

及ユニット事務局に対する説明 

長期専門家との協議（PDM、2010 年度投入計画） 

ソロ 

7 2 月 20 日 土 

資料整理、合同調整委員会準備 

移動 ソロ→ジャカルタ 

 

（山下団員） 

ジャカルタ→ （翌朝東京着） 

ジャカルタ

／機中 

8 2 月 21 日 日 資料整理、合同調整委員会準備 ジャカルタ 

9 2 月 22 日 月 

公共事業省水資源総局水資源管理局長（Project Director）

表敬、協議 

インドネシア「地方政府環境管理能力強化プロジェクト」

氏家チーフアドバイザーとの打合せ（チサダネ川河川水質

管理に係るプロジェクト間連携） 

ジャカルタ 

10 2 月 23 日 火 
合同調整委員会 

ミニッツ署名 
ジャカルタ 

11 2 月 24 日 水 

公共事業省バスキ監察官表敬 

JICA 事務所報告 

日本大使館報告 

ジャカルタ→ 

機中泊 

12 2 月 25 日 木 →東京  
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